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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、百貨店・スーパー販売額が前年を上回るなど、緩やかに持

ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資は、基調としては持ち直してい

る。公共投資は、年度累計では前年を下回っている。観光は、外国人観光客が一段と増加し

ている。輸出は、アジアや北米向けなどが減少した。

生産活動は横ばい基調で推移している。雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企

業倒産は、件数、負債総額ともに低水準が続いている。
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１．百貨店等販売額～１１か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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２．乗用車新車登録台数～２か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋４．７％）は、１１か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲３．３％）は、衣料品、身

の回り品が前年を下回った。スーパー（同

＋６．９％）は、衣料品、身の回り品が前年を

下回ったが、飲食料品、その他の品目が前年

を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．９％）

は、２９か月連続で前年を上回った。

２月の乗用車新車登録台数は、１３，３７３台

（前年比▲２．４％）と２か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋１９．６％）

は増加したが、小型車（同▲９．９％）、軽乗用

車（同▲１２．９％）が減少した。

平成２７年度累計では、１４５，６９３台（前年比

▲５．２％）と前年を下回って推移している。

普通車（同＋９．７％）は前年を上回ってい

るが、小型車（同▲０．７％）、軽乗用車（同

▲２０．１％）が前年を下回っている。
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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３．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）
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４．住宅投資～３か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

５．建築物着工床面積～３か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

２月の札幌ドームへの来場者数は５０千人

（前年比▲２５．７％）と２か月ぶりに前年を下

回った。プロ野球、プロサッカーとも試合開

催は無く、その他が５０千人（同▲２５．７％）

だった。

２月の新設住宅着工戸数は、１，５７８戸（前

年比＋０．９％）と３か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲２９．３％）が

減少したが、持家（同＋４．４％）、貸家（同

＋９．２％）が増加した。

平成２７年度累計では、３１，６７９戸（前年比

＋５．８％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋２．６％）、貸家（同

＋８．３％）、分譲（同＋１．４％）が、いずれも

増加している。

２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

６２，３１２㎡（前年比▲７１．３％）と３か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋５５．０％）が前年を上回ったが、非製造業

（同▲７７．６％）が前年を下回った。

平成２７年度累計では、１，５９１，５８２㎡（前年

比▲６．９％）と前年を下回っている。業種別

では、製造業（同▲２１．８％）、非製造業（同

▲５．２％）が、いずれも前年を下回ってい

る。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年５月号

ｏ．２３８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2016.04.20 17.50.12  Page 2 



%億円 

請負金額 前年比（右目盛） 

-60
-50
-40

-20
-30

-10
0

20
10

40

0

400
200

800
600

1,200
1,000

2,000
1,800 30
1,600
1,400

3228/112111098765427/3

６．公共投資～４か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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７．来道客数～１６か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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その他港湾 函館空港 旭川空港 新千歳空港 前年比（右目盛） 
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８．外国人入国者数～３７か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

３月の公共工事請負金額は、８３６億円（前

年比＋３９．３％）と４か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋４１．６％）、北

海道（同＋４５．０％）、市町村（同＋３６．８％）

が、いずれも前年を上回った。

平成２７年度累計では、請負金額７，７０８億円

（前年比▲１１．９％）と前年を下回った。

２月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９３４千人（前年比＋４．４％）と１６か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲８．２％）が前年を下回ったが、航空機

（同＋４．８％）、フェリー（同＋１０．２％）が前

年を上回った。

平成２７年度累計では、１１，７８５千人と前年を

４．０％上回っている。

２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１４１，３５８人（前年比＋２７．５％）と３７か月

連続で増加した。平成２７年度累計では、

１，１４７，３６４人（同＋３５．３％）と前年を上回っ

て推移している。

空港・港湾別では、新千歳空港が１１７，２８７

人（前年比＋２７．６％）、旭川空港が１０，８７６人

（同＋１８．８％）、函館空港が９，９３６人（同

＋１０．３％）だった。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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９．貿易動向～輸出は４か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）
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 出荷指数 在庫指数 生産指数  
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１０．鉱工業生産～４か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 

2

倍 ％ 

-2

0

2

4

6

8

10

28/1121110987654327/2
0.00

0.20

0.40

0.60

1.20

1.00

0.80

１１．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）

２月の道内貿易額は、輸出が前年比３．７％

減の３１０億円、輸入が同２８．６％減の７５５億円

だった。

輸出は、船舶などが増加したが、石油製品

や鉄鋼、自動車の部分品などが減少し、４か

月連続で前年を下回った。輸入は、原油・粗

油や石油製品などが減少し、７か月連続で前

年を下回った。

２月の鉱工業生産指数は９３．３（前月比

▲０．４％）と４か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲０．８％と８か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、電気機械工業、

一般機械工業、食料品工業など６業種が上昇

したが、輸送機械工業、金属製品工業、窯

業・土石製品工業など１０業種が低下した。

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９９倍（前年比＋０．０８ポイント）と７３か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比６．１％増加し、２か

月ぶりに前年を上回った。業種別では、建設

業（前年比＋２２．１％）、製造業（同＋１９．６％）、

宿泊業・飲食サービス業（同＋１４．１％）など

が増加した。

道内経済の動き
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現金給与総額（前年比・右目盛） 現金給与総額 きまって支給する給与 
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１２．名目賃金指数～２か月連続で低下

名目賃金指数

（資料：厚生労働省、北海道）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成22年 
＝100.0

１４．消費者物価指数～１１か月連続で低下

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が８７．６（前年比▲２．６％）とな

り、２か月連続で前年を下回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は９９．４

（同▲２．５％）となり、１２か月連続で前年を下

回った。

３月の企業倒産は、件数が２７件（前年比

▲３０．８％）、負債総額が２４億円（同▲８４．４％）

となった。前年に比べ、件数は２か月ぶりに

減少、負債総額は６か月ぶりに減少した。

業種別では、建設業、サービス・他がそれ

ぞれ６件、卸売業、小売業がそれぞれ５件な

どとなった。

２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０２．８（前年比▲０．３％）と、１１か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋２．９％）、

教養・娯楽（同＋２．３％）など７費目が前年

を上回ったが、光熱・水道（同▲８．２％）、交

通・通信（同▲２．８％）など３費目が前年を

下回った。

道内経済の動き
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■地名の由来（函館市ホームページより）
室町時代の享徳３年（１４５４年）、津軽の豪族 河野政通が宇須岸（ウスケシ：アイヌ
語で湾の端の意）と呼ばれていた漁村に館を築き、この館が箱に似ているところから
「箱館」と呼ばれることになりました。この館跡は今の基坂を登ったところです。
■人口（平成２８年２月末住民基本台帳人口） ２６７，４９０人
■世帯数（同上） １４３，３９２世帯
■面積（国土交通省国土地理院） ６７７．８６平方km
■名目市内総生産（平成２３年度市民経済計算） ８，８１４億１，３５４万円
■民営事業所数（平成２６年経済センサス） １３，４９４事業所

函館市の概要

工藤 壽樹市長

３月２６日に道民待望の北海道新幹線が開業しました。今回は、道南エリアの中心都市である函館

市の工藤壽樹市長に、新幹線開業を受けての手応えや、今後の観光プロモーション、交流人口拡大

やブランド力向上のための施策、広域連携、地場産業や新産業の創出など、函館市の目指す将来像

についてお聞きしました。

◆北海道新幹線開業を受けての手応え、まちや市

民の変化などについてお聞かせください。

これまでの先人達の様々な努力により、ついに

北海道民の願いであった北海道新幹線が開業し、

函館市民にとっては「第二の開港」ともいうべき

新たな時代を迎えました。

新幹線の開業は、これまでの地域経済の低迷か

ら脱出するための転換期になると、市民の期待も

膨らんでいますし、まちに大きなインパクトを与

えてくれていると感じています。例えば市内で

は、新幹線の開業を記念して、菓子パッケージや

新スイーツの開発、日本酒・焼酎の販売、さらに

朝市も開業に合わせて海鮮丼を作るなど、開業を

祝う機運が盛り上がっていると感じます。また、

新幹線開業による交流人口の拡大が見込まれ、実

際、開業以降の宿泊施設の予約状況は大変好調で

す。

そのほか、新幹線と航空機など他の交通機関を

組み合わせた旅行プランといった、新幹線に関連

したツアーが数多く企画されているほか、宿泊施

設の増改築の動きも活発になってきているなど、

まちの変化を実感しています。

【新企画】道内市町村訪問

トップに聞く① 函館市・工藤壽樹市長

【新函館北斗駅に停車するH５系とE５系】 写真提供／函館市公式観光情報サイト「はこぶら」
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これまで開業に向けた様々な取り組みが実を結

び、函館のまちにも市民にも、長年見られなかっ

たような活気と賑わいが感じられますが、この状

況に甘んじていては、新幹線開業の効果が一過性

のものになってしまいかねません。新幹線の開業

は到達点ではなく、これをきっかけとして新たな

時代を築いていくための出発点であり、開業後の

次の時代を「ポスト新幹線」と位置付け、２０３０年

度の札幌延伸を見据え、長期的な視点でまちづく

りを進めていきたいと考えています。

◆今年度の主な観光プロモーション施策について

お聞かせください。

平成２８年度は、新幹線沿線地域を中心として、

首都圏や北関東、東北地域の各都市において、北

海道、函館の物産を含めた各種プロモーション活

動を展開するとともに、函館市内でも、食を中心

とした様々なイベントを開催し、本市の魅力を広

く国内外に発信します。

これからの観光は、１、２泊の短期型から、周

遊型、滞在型が主流になると見込まれていること

から、強力な交通手段となる新幹線を活用しなが

ら、函館だけではなく、北海道内や青森県などの

広域での周遊観光を進めるために、道内をはじ

め、青函圏の広域連携を深めていく必要がありま

す。このため、北海道内では道南圏はもとより、

日高、胆振、ニセコ地域などとの連携をさらに深

め、あらたな周遊ルートを形成するとともに、青

函圏では、本市と青森市、弘前市、八戸市の４市

が連携し「青函圏周遊博」を開催することとして

おり、首都圏におけるプロモーション活動などを

通じて、青函圏の魅力を広く発信します。

また、７月から９月にかけ、全国のJRグルー

プ６社が共同で行う「青森県・函館デスティネー

ションキャンペーン」に参加し、青函両地域への

誘客や周遊観光の促進を図ります。そして、この

キャンペーンにあわせ、７、８月の２か月間、北

海道内各地域の食や物産などを集めた「はこだて

グルメガーデン」や、７月から９月まで、市内飲

食店で道南食材を用いたメニューを提供する「函

館まちごちフェア」を開催します。さらに９月１０

日、１１日に、平成２４年から毎年開催しております

食のイベント「函館グルメサーカス」を今年は、

新幹線開業記念として、東北地域の伝統芸能や山

車の披露、パレードも併せて実施します。他に

も、民間の動きを合わせますと、一年を通じ様々

なイベントが予定されておりますので、市内は大

変な賑わいになることと思います。

また、全国各地でプロモーションを実施すると

ともに、航空会社とのタイアップによるPRの実

施や、観光PR用の映像を制作し、海外へのプロ

モーション活動を行うなど、本市の魅力を広く国

内外へ発信します。

【青函圏周遊博を告知するパンフレット】
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◆地方都市の人口減少が進む中で、交流人口の拡

大が重要な施策となっています。ブランド力を高

めていくための「魅力向上策」や「広域連携」な

どの取り組みについてお聞かせください。

新幹線開業効果を一過性のブームに終わらせな

いようにするためには、これまでの函館山からの

夜景や西部地区の坂道、歴史的建造物などの観光

資源をさらに磨き上げるとともに、函館ならでは

の、新しい時代に合った新たな魅力を掘り起こし

ていくことで、函館の観光を進化させていくこと

が重要であると考えています。

このため、まちの魅力をさらに高める取り組み

として、街路やウォーターフロントの整備をはじ

め、夜景だけではない函館山の魅力を再発見し、

発信する事業など、函館のまち全体を公園のよう

に、歩いて楽しいまちとする「ガーデンシティ函

館」構想や、函館の「食」の魅力を生かし、グル

メのまち・美食のまちをめざす「食の産業化」の

推進のほか、市内イベントを体系化・組織化し、

その魅力を広く国内外へ発信していく取り組みを

進めていきたいと考えています。

広域連携については、道南圏や青函圏はもとよ

り、陸路と空路を併せた周遊ルートとして、北は

新千歳空港、南は青森空港や仙台空港を出入口と

する観光ルートのほか、外国人観光客の新たな定

番観光ルートとして、函館から洞爺・登別を経由

して札幌まで結ぶ「北海道ゴールデンルート」

や、東京から青函圏、札幌まで結ぶ「東日本ゴー

ルデンルート」の構築をめざしていきたいと考え

ています。

◆雇用を支える地場産業の振興や新産業の創出に

ついてお聞かせください。

北海道新幹線の開業により見込まれる交流人口

の増加は、観光分野をはじめとする関連産業の活

性化につながるものと考えていますが、この好循

環を産業全体へと波及させるため、今後さらに高

まる函館ブランドを生かした地場産品の販路拡大

や新製品の開発、高付加価値化の取り組みを進め

ます。

地場産業については、生産所得の向上を図るた

め、農水産物の高付加価値化などに取り組むほ

か、物産については、新幹線で結ばれる鹿児島市

と共同で、両地域の特産品を集めた物産展を首都

圏の百貨店で開催するとともに、函館アリーナを

会場として、函館・道南地域の特産品を一堂に集

【五稜郭公園の桜は、大手旅行会社のアンケートで 「国内の春の絶景ランキング」１位となった】
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めた大商談会を開催するなど、函館の「食」を売

り込むこととしているほか、中国で開催される物

産展においてもフェアを実施し、地場産品の魅力

を国内外に広く発信し、販路の拡大に努めます。

本市では若年層の進学や就職による首都圏や札

幌圏への人口流出が続いており、人口減少対策の

中でも、とりわけ若者の雇用創出が喫緊の課題で

あることから、地元の高等教育機関などの卒業生

やIJUターン希望者の雇用の受け皿となる、新産

業の創出や起業化支援、企業誘致に力を入れた取

り組みを進めます。

具体的には、函館市国際水産・海洋総合研究セ

ンターを拠点とし、IT技術を水産業の振興に生か

す、マリンITの推進をはじめとする新産業の創出

や、函館地域産業振興財団と連携した創業支援に

取り組むとともに、若者が起業しやすいまちをめ

ざし、支援策を検討します。

また、特に若者の雇用が期待できるIT関連企業

に対しては、北海道新幹線や航空路線網など、

陸・海・空の様々な交通手段が充実しているこ

と、また、公立はこだて未来大学や函館工業高等

専門学校をはじめとする高等教育機関の集積によ

る人材の確保といった優位性を活かし、積極的な

シティーセールスを展開しながら誘致を進めま

す。

◆最後に、函館市の将来像について市長の想いを

お聞かせください。

これまで、函館市は新幹線開業効果を最大限に

生かすため、様々な取り組みを進めてきました。

今後は、新幹線開業後の１５年後、２０年後のまちの

将来を見据え、長期的な視点でまちづくりを進め

ていくことが重要であると考えています。

函館には、２年連続で魅力ある都市第一位に選

ばれたことに象徴されるように、先人達の遺産で

ある「歴史」「景観」「文化」「食」といった多くの資

源があります。今後は、この恵まれた資源をさら

に磨き上げ、進化させるとともに、新たなまちの

魅力を創り出し、国内外から多くの人がこのまち

を訪れ、函館のまちが活気と賑わいにあふれ、住

んでいる人にも、訪れる人にも、だれもがこのま

ちで過ごす時間を幸せに感じられ、元気でいられ

るようなまちをめざし、まちづくりに取り組んで

いきたいと考えています。

（文責 山内 真二）
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＜図表1＞業況の推移 
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１．平成２８年１～３月期 実績

前期に比べ、売上DI（△１９）は１０ポ

イント、利益DI（△１２）は５ポイン

ト、それぞれ低下した。建設関連業種の

業況が落ち込んだことなどから、売上

DIは４期ぶり、利益DIは２期ぶりに低

下した。

２．平成２８年４～６月期 見通し

売上DI（△７）は１２ポイント、利益

DI（△８）は４ポイント、それぞれ上

昇する見通しである。建設関連業種の受

注増加や、食品製造業の堅調推移が見込

まれており、業況は持ち直す見通し。

項 目
２５年
１～３４～６７～９１０～１２

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６

見通し

売上DI △１ ９ １９ １９ １７ △１０ △１１ △１４ △２３ △９ △９ △９ △１９ △７
利益DI △１０ △３ ４ １ ５ △２０ △１７ △２１ △１９ △８ △１０ △７ △１２ △８

定例調査

売上DIは４期ぶりに後退
第６０回 道内企業の経営動向調査

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０１６年５月号
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第６０回定例調査
（２８年１～３月期実績、２８年４～６月期見通し）
回答期間
平成２８年２月中旬～３月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４００ １００．０％
札幌市 １５６ ３９．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８６ ２１．５
道 南 ３６ ９．０ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６７ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１２ ４００ ５６．２％
製 造 業 ２０７ １１０ ５３．１
食 料 品 ６９ ４０ ５８．０
木 材 ・ 木 製 品 ３５ １９ ５４．３
鉄鋼・金属製品・機械 ６４ ２９ ４５．３
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２２ ５６．４
非 製 造 業 ５０５ ２９０ ５７．４
建 設 業 １３６ ８０ ５８．８
卸 売 業 １１１ ６５ ５８．６
小 売 業 ９３ ５５ ５９．１
運 輸 業 ５０ ２９ ５８．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １７ ５０．０
その他の非製造業 ８１ ４４ ５４．３

＜図表２＞業種別の要点

要 点（平成２８年１～３月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２７年
１０～１２

２８年
１～３ ４～６

見通し

２７年
１０～１２

２８年
１～３ ４～６

見通し

全産業 製造業、非製造業とも業況後退。 △９ △１９ △７ △７ △１２ △８

製造業 木材・木製品の売上DIが大幅に低
下。 １ △１８ △４ △１１ △２１ △９

食料品 水産業は原料価格上昇で利益減少。 １９ ３ ８ ２ △１３ △３

木材・木製品 工事用資材などの販売が振るわず。 ０ △５３ △１６ △１５ △２６ △１７

鉄鋼・金属製品・機械 金属製品が弱い動きが続く。 △９ △１７ △１４ △２４ △１７ △１７

非製造業 観光関連は堅調も、卸売業が落ち込
む。 △１３ △２０ △８ △５ △８ △８

建設業 設備工事業が売上を落とす。 △１８ △１５ △１ △１４ △１４ △９

卸売業 資材卸、機械卸が低調。 △２５ △３４ △１１ △２７ △２６ △２０

小売業 原油価格下落による販売単価低下が続
く。 △３８ △２７ △２６ △２ △５ △１１

運輸業 バス会社は好調も、貨物はやや売上減
少。 ３ △７ △３ ３４ ２８ １４

ホテル・旅館業 売上、利益とも改善基調が続く。 １４ ６ △６ １５ １８ ０

調 査 要 項

定例調査

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１６年５月号
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（４４％） ±０ 運輸業（７６％）、ホテル・旅館業（７１％）、建設業（６１％）の人手不足
感が続く。

�売上不振（３９％） ＋４ 木材・木製品（５６％）、卸売業（４９％）などで前回に比べウェイト高
まる。

�諸経費の増加（３４％） △２ 鉄鋼・金属・機械（４３％）、食料品（４０％）などで比較的高率。

�過当競争（３２％） △２ 小売業（５１％）で半数を超える。建設業（４２％）はウェイト低下も依
然２位。

�原材料価格上昇（２８％） △４ ３期連続でウェイト低下。食料品（６０％）、木材・木製品（５６％）な
どで高率。

＜図表１１＞当面する問題点（上位項目）の推移
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
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３５
（３６）

③
３５
（４０）

③
３３
（３５）
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（３９）
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（２６）
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（６１）
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（４７）

①
７６
（６６）

①
７１
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（３５）

３０
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３６
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①
５９
（５７）

②
３８
（３５）

③
３８
（４３）

①
４９
（４１）

②
４０
（４０）

１７
（２０）

③
２９
（２０）

③
３７
（２３）

�諸経費の増加
③
３４
（３６）

③
３６
（３８）

②
４０
（４０）

２２
（４５）

①
４３
（３９）

③
３２
（２６）

３４
（３５）

３３
（３２）

３４
（３０）

３２
（２８）

②
２４
（４３）

③
２９
（５０）

①
４４
（４２）

�過当競争 ３２
（３４）

１８
（１８）

１３
（９）

２８
（１０）

２１
（３３）

１４
（１７）

②
３８
（４０）

②
４２
（５１）

②
４３
（４４）

①
５１
（５５）

１７
（１４）

１２
（２０）

３３
（３０）

�原材料価格上昇 ２８
（３２）

①
４７
（５６）

①
６０
（７２）

①
５６
（７５）

②
２９
（３０）

②
４１
（４８）

２１
（２３）

２０
（１９）

２９
（２７）

１３
（１５）

③
２１
（２９）

②
４７
（５０）

１２
（１７）

�人件費増加 ２５
（２８）

２４
（３３）

２８
（４０）

－
（２５）

②
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３０
（２３）

１０
（２３）

２９
（３０）

３５
（２８）

�販売価格低下 １８
（１５）

１７
（１３）

１０
（７）
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	価格引き下げ要請 ９
（１０）

７
（１２）

３
（９）

０
（１５）

１４
（１８）

１４
（４）

１０
（９）

１２
（６）

１９
（１９）

２
（－）

７
（３）

６
（－）

７
（１７）


設備不足 ７
（８）

１１
（１３）

１０
（１４）

１１
（１５）

１１
（１２）

１４
（９）

５
（６）

１
（１）

３
（９）

４
（６）

１０
（１１）

１８
（１０）

７
（７）

�資金調達 ５
（５）

６
（７）

８
（２）

６
（１０）

４
（９）

５
（９）

５
（５）

５
（５）

５
（３）

８
（６）

－
（６）

１２
（５）

５
（５）

�代金回収悪化 ２
（２）

２
（３）

５
（５）

－
（５）

－
（－）

－
（－）

３
（２）

－
（－）

１１
（７）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（３）


その他 ３
（４）

７
（４）

１０
（７）

－
（－）

４
（６）

１４
（－）

２
（４）

３
（４）

３
（４）

－
（－）

－
（３）

－
（１０）

２
（７）

＜図表１３＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２７年
４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６

見通し

２７年
４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６

見通し

２７年
４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６

見通し

全 道 △９ △９ △９ △１９ △７ △８ △１０ △７ △１２ △８ ３５ ３８ ４０ ３５ ３６（２９）

札幌市 △５ △４ △５ △２５ △５ △１ △６ △３ △１７ △８ ３８ ４０ ４３ ３７ ３７（２７）

道 央 △３ △４ △１ △８ △２ △１ ０ １ ７ △５ ３５ ４７ ４３ ４０ ４２（２７）

道 南 △９ △５ △１１ △１７ △３ △７ △９ △５ △１７ △３ ３２ ２７ ３２ ２３ ３１（３２）

道 北 △１６ △２７ △２５ △２４ △１１ △１６ △２５ △１６ △１７ △６ ３１ ３２ ３４ ４２ ３３（２９）

道 東 △１９ △１６ △１８ △１８ △１５ △２３ △２５ △１８ △１７ △１７ ３１ ３２ ３９ ２７ ３０（３７）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１２＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年５月号
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今回の調査では、工事資材需要が低迷するなど、製材業や資材卸売業など建設関連の幅広

い業種を中心に、企業の業況は後退しました。開発予算が前年度を上回ったことや観光客の

入り込み増加などから、先行きは持ち直しが見込まれているものの、人手不足による業況へ

の影響を懸念する声も多く見られます。企業にとっては、生産性の向上や人材育成に向けた

努力を続けることが重要となりそうです。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

＜水産加工業＞ 主要原材料であるサンマや

秋サケの水揚げ量減少と価格高騰に対応する

ため、他の魚種を使用した新製品を開発して

いる。

＜食料品製造業＞ 売上は上向き。原材料仕

入価格が高止まりしているが、社内改善の成

果もあり利益は確保。人手不足や最低賃金上

昇に伴う人件費増加対策として、更なる合理

化や機械化を進め、生産性を向上させたい。

＜食料品製造業＞ 新幹線開業によって道南

の注目度が増しており、当面は特需が続くと

思われる。業種柄退職も多く、人手不足が深

刻化していることが問題点である。新幹線関

連の需要をしっかりと取り込んでいく。

＜製材業＞ 針葉樹製材、特に工事用の製材

が販売不振で稼働率が低下し、売上が１割程

度ダウンしている。この状況が５月頃まで続

くとみられるため、経費削減等に注力する。

＜製材業＞ 来年４月の消費税率引き上げを

控え、住宅着工が例年より多少増えると予想

されている。住宅資材を生産している当社と

しても、売上が伸びることを期待している。

＜金属製品製造業＞ 各種工作機械の稼働年

数経過によって修理や買い替えが必要とな

り、経費支出が増加した。

＜金属製品製造業＞ 大手の攻勢を受けてお

り、受注確保に苦戦している。対策として新

規取引先を開拓し、減少した分の受注確保を

図っている。

＜金属製品製造業＞ 最近は一度に受注する

数量が少ない一方で、受注回数が増える傾向

にあり、生産性が悪く利益が食われてしま

う。業界全体でも同じような傾向にあるよう

だ。

＜機械器具製造業＞ 受注状況は好調である

が、設備や工場人員が不足しており、引き合

いに納期の理由で対応できない場合がある。

需要に確実に対応できる体制づくりが急務で

ある。

＜その他の製造業＞ 肥料製造業 重油価格

が低下したため利益率が改善されている。新

しい商品の販売拡大策を模索している。

経営のポイント

生産性向上や人材育成の継続が重要
〈企業の生の声〉

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年５月号
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５．建設業 ６．卸売業

＜建設業＞ 事業環境は依然厳しいものの、

２８年度はゼロ国工事や農業土木の発注が見込

まれており、業況見通しは改善している。東

北での復興支援事業は内容を注視する時期に

入ってきており、受注の選択が必要となって

いる。

＜建設業＞ 公共工事の受注減を民間工事の

下請け受注で補っているが、受注件数が増え

てしまうため、施工管理者不足が顕著になっ

てきている。また、職員の休日を確保するた

めにも人手が必要である。

＜建設業＞ 公共工事の大幅な伸びは期待で

きず、民間主体の建築部門も一層競合が厳し

くなることが予想される。営業部門の強化と

提案力の向上を図っていく。

＜住宅建築業＞ 戸建住宅は消費税率引き上

げを控え、顧客からの引き合いも多く感じ

る。ローン金利低下が見込まれる中、各社と

も積極的な営業展開が予想され、建物価格を

いかに抑えつつ魅力ある商品を提供できるか

が重要である。

＜建具工事業＞ 改修やリニューアルなど、

手間は掛かるが利益を上げやすい工事を受注

するよう、売上重視から利益重視へ営業戦略

を転換していく。

＜電気通信工事業＞ 他社との価格競争によ

り受注を減らしており、売上不振が当面の課

題である。新規取引先の開拓を進めていく。

＜建材卸売業＞ リフォーム工事用製品が主

力なので、業績は一般消費者の購買意欲に左

右される。昨年後半から今年前半にかけての

消費マインドは良くない。秋以降に期待して

いる。

＜鋼材卸売業＞ 地方での売上落ち込みが目

立つ。同業他社の札幌圏への新規参入も見受

けられ、販売価格が一段と下落することは避

けられない。サービス向上に努め、得意先と

の取引を維持したい。

＜建材卸売業＞ 道内景気は下降傾向で、工

業部門や建築部門の現状はあまり良くない。

また、最近の雇用環境は売り手市場であり、

当社のような中小企業には応募が少なく、今

後の人材不足が懸念される。

＜機械器具卸売業＞ 外注先の人手不足によ

り工期が先延ばしとなる傾向にある。自前で

人材雇用と育成を考えなければ、仕事が進ま

ない状況になりつつある。

＜機械器具卸売業＞ 給料が上がらないと家

を建てる人が減る。新築建物が減っている

中、数少ない案件を多数の同業者が奪い合っ

て過当競争になっている。当面はこのような

状況が続くだろう。

＜各種商品卸売業＞ １～３月は例年売上が

落ち込み、４～６月もそれに次いで低調な時

期だが、観光客増加により、ホテルや飲食店

向けの商品や食材等の売上が増加することに

期待している。

経営のポイント

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１６年５月号
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７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜食料品卸売業＞ インバウンドの増加や新

幹線開業など前向きな出来事もあるが、為替

の動向やマイナス金利の影響など不透明感も

ある。社内では人手不足が顕著であり、いか

に雇用の安定化を図るかが鍵となっている。

＜小売業＞ 前回の消費税率引き上げ以降、

北電の値上げや円安等も重なり、消費マイン

ドが冷え込んでいる。地方で営業する小売店

としては抜本的改革が迫られる状況にある。

＜小売業＞ 電気料金の動向やマイナス金利

導入による先行き不安から、消費者の生活防

衛意識が強くなっており、価格に対する目が

シビアになっている。経費削減や発注精度の

改善によって収益増加を図る。

＜惣菜店＞ 昨年度の売上額が大きかったた

め、前年実績を上回ることは厳しい。個々の

人件費が上昇していることや、昨年から仕入

価格の上昇が続いており、利益減少につな

がっている。

＜燃料小売店＞ 原油価格の下落に伴い仕入

価格も下がったので利益は確保できている

が、今後、原油価格が再び上がったときに経

営環境が厳しくなるだろう。

＜家具店＞ 売上は低い水準ながら落ち着い

て推移している。魅力ある商品を開発し、売

場づくりを進めていく。

＜バス会社＞ １～２月は売上、利益とも前

年を上回り、３月以降も前年同水準を予想し

ている。今後、新車を導入するので、受注単

価の引き上げを目指していく方針。

＜運輸業＞ 原油価格の下落によって利益が

増加したが、荷主からの運賃改定要求が懸念

される。慢性的な人手不足が変わらず続いて

いるため、新規事業等のチャンスを生かすこ

とができない。

＜運輸業＞ 消費税率引き上げに向けて住宅

投資や関連消費は多少の増加を見込むが、物

流量の増加まではつながらないと考えてい

る。コンテナ輸送や近距離の取り扱いを増や

し、収益率向上と労働時間についての法令順

守に対応していく。

＜シティホテル＞ 人材が足りておらず、今

後は人手不足要因による売上不振が懸念され

る。

＜土木建築サービス業＞ 今後の推進策とし

て、品質向上に向けての技術力引上げ、提案

力向上に向けての人材育成に注力している。

＜クリーニング業＞ 原油価格下落により収

益構造が改善されたが、いつまで続くのか不

安である。また、慢性的な人手不足に陥って

おり、時給を引き上げて雇用条件の改善を

図っているが、仕事を順調にこなせるまでの

人員体制にはなっていない。

経営のポイント
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１６年５月号

【ホーチミン市内の道路はバイクで混雑】

北洋銀行バンコク駐在員事務所では、ASEAN地域、中でもメコン経済圏といわれるタイ・カン

ボジア・ベトナム・ラオス・ミャンマーを中心に、現地情報の収集と発信、道内からの進出企業の

サポートを行っています。

中でもベトナムは、日本からの進出企業も多く、社会主義国でありながらドイモイと呼ばれる市

場開放政策により経済成長が進んでいる国です。

本稿では、そんな経済発展著しいベトナム事情をご紹介します。

＜ベトナムの概要＞ ※データは外務省HPより

・正式国名～ベトナム社会主義共和国

・面積～３２万９，２４１�（日本の約１．４倍）
・人口～約９，２５０万人（２０１４年）

・首都～ハノイ

・言語～ベトナム語

・一人当たりGDP～２，０７３US＄（２０１４年）

・宗教～仏教（約８０％）キリスト教など

・在留邦人～１２，２５４人（２０１３年１０月）

＜ベトナムと日本＞

日本からベトナムへの２０１５年の輸出額は１５，１７８億円、輸入額は１８，３０２億円１となっており、過去５年

間貿易額は増加傾向にあります。ベトナムの輸出相手国として、日本は米国、中国に次ぐ第３位、輸入

では中国、韓国に次ぐ第３位となっています。

日本はベトナムにとって最大の援助国であり、２０１１年度以降の円借款は２，０００億円に達しています。

例えば、ハノイやホーチミン市の地下鉄建設があります。また、最近はタイプラスワン２の位置づけか

らASEANにおける製造や物流拠点をベトナム国内に設ける動きも進んでおり、ハノイやホーチミン市

周辺、さらにはカンボジア国境や幹線道路沿いなどには工業団地の造成と企業立地が進んでいます。日

本との直行便も多く、東京、名古屋、関西、福岡の各空港には、ハノイやホーチミン市発着の便があり

ます。

ベトナムから日本への観光客数は１８５，４００人３と前年比４９．２％の伸びを示しています。ビザ取得要件の

緩和や、訪日ツアー販売の拡大が要因と考えられています。加えて、留学生や技能実習生の来日も増え

ています。技能実習生については、中国からの技能実習生が多く占めていました。しかし、中国の経済

発展により、日本の賃金に対して魅力が薄れ、中国からの受け入れは減ってきています。そのようなこ

とも影響し、中国に代わる国としてベトナムが注目され、技能実習生を日本へ送り出す機関も増えてき

たことなどから、ベトナムからの技能実習生は各職種で増加傾向にあります。

アジアニュース

ベトナム経済レポート
北洋銀行バンコク駐在員事務所

菅原 渉
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アジアニュース

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年５月号

【イオンモール・Tan Phu Celadon店】

【露店販売も健在。米麺はもちろん、豆
腐や油揚げも日本と同じ食文化】

＜ベトナム事情概観－ホーチミン市を中心として－＞

ベトナムは、ベトナム戦争に象徴される南北分断の歴史があ

り、このためASEANの中では珍しく首都圏への人口一極集中

ではなく、北のハノイと南のホーチミン市に二極化していま

す。政治の中心であるハノイ、経済の中心のホーチミン市が両

立している状況は、南北に細長い国土が生み出す特徴なのかも

しれません。

ホーチミン市における日本企業の主な動きとして、空港から

車で１５分ほどのところにイオンモールが２０１４年１月に開業して

います。日系の飲食店も多くテナントとして入っていますが、

韓国系の店も多く、ベトナムにおける競争の激しさの一端を感

じます。また、当地の事情を反映して、どの店舗でも鍋料理を

提供していることが特徴的です。イオンモールは同年１１月に第２号店を開業し、２０１５年にはハノイに第

３号店、今年中に４号店の開業がホーチミン市西部に位置するビンタン区で予定されています。このよ

うな出店ラッシュからも、ホーチミン市を中心とする経済圏の発展と中間所得層の増加、それに伴う購

買力向上がうかがえます。

市内のスーパーをいくつか見たところ、日本からの輸入品が加工品を中心にかなり並んでいました

が、北海道関係のものはバンコクと比較するとあまり見られませんでした。裏を返せば、現地のニーズ

と合致すればまだ進出の余地があると思われます。

和食店は、日本人を含む外国人街に集積しています。それ以

外の場所でも寿司を中心とする地場系の居酒屋チェーン店があ

り、ベトナム人客で混雑している状況が見られるなど、和食の

認知度は高いと感じられます。醤油を使うことや、海産物にな

じみが深いこと、同じ米文化であること等の共通点が多いこと

が理由であると思われます。

この他、日系チェーンのコンビニエンスストアも多く目にし

ます。日本で販売されているPB（プライベートブランド）商

品やおにぎり、日本風のお弁当を販売するところもあります。

日本の都市部やバンコクと比較すると、人口当たりの店舗数は

まだ少ないと感じます。これまで進出しているファミリーマー

トとミニストップに加え、今年はセブンイレブンの進出も予定

されており、地場系のチェーンも加えると更なる競争激化が進むと思われます。スーパーやコンビニな

ど、ベトナム全体で見るとまだ少数派であるこのような取引が、どこまで地方を含めて普及していくの

か、興味深いところです。（注：ベトナムでは、ホーチミンを中心とする都市部でスーパーやコンビニ等

の業態が日常的になっているものの、それ以外の地方部では伝統的な商業形態（市場や街頭販売）が主

流とされている。）
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年５月号

＜ベトナムと北海道＞

平成２６年度のベトナムからの来道宿泊客数は１，７１０人４と、ASEAN地域

の中でタイやシンガポールと比較すると２桁違うほどの少ない数となって

いますが、平成２５年度比で約１．８倍の伸びを示しており、観光誘致におい

ては人口規模からも有力な市場といえます。

『北海道ブランド』は、タイとの比較においては、それほど浸透してい

る実感は得られなかったものの、「北海道」を冠した和食店がホーチミン市

内で３店舗展開され、富裕層を中心に集客に成功していることから、北海

道ブランドは日本の他地域と比較して優位性があると感じます。加えて、

サッポロビールが２０１２年から現地での生産・販売を開始し、北海道ブラン

ド定着の一翼を担っています。また、「クール北海道株式会社」５がホーチミ

ン市中心部において『北海道ビレッジ』を計画しており、２０１６年中のオープンを予定しています。『北海

道ビレッジ』は、北海道の食材を楽しめる飲食店やステージ、ガーデニングゾーン、観光PRなどを通

じて総合的に北海道の魅力をPRする施設としての役割が期待されています。道内に多い中小企業の支

援の一環として、テスト出店が可能なスペースを設け、市場調査をバックアップするなど、単純な食品

輸出にとどまらない機能が予定され、現地での期待も徐々に高まっているようです。

直近の動きとしては、２０１６年３月１５日に開催された道産食材の商談会（フードビジネスマッチング

IN ベトナム２０１６）において、道内から参加された１０社のブースに現地の和食店関係者のみならず、北

海道産品に関心のある方 ６々０名以上が来訪され、活発な商談が行われました。このような機会を通じ、

現地のニーズを的確につかみ、コスト競争に負けない商品を提供することが物流網の確立とあわせ輸出

拡大において重要と思われます。

＜今後のベトナム動向と当事務所の機能＞

ベトナムは経済基盤の弱さやインフラ整備の遅れといった経済的なマイナス要因を抱えているもの

の、若年労働者を多く抱えており、生産拠点としてもASEAN地域の一大消費地としても中長期的な発

展が見込まれています。

JETRO北海道の「道内企業の海外事業展開実態調査」では、今後の海外進出検討先として、ベトナム

は第一位にあるなど道内での注目も高まっています。

北洋銀行では、現地金融機関であるベトコムバンクと提携協定を結び、進出支援や現地での金融サ

ポートを行っているほか、バンコク事務所において、積極的な情報発信とビジネスマッチング、政府機

関等の関係先とのコネクションを最大限活用したビジネスサポート体制を構築するべく取り組んでいま

す。タイやベトナムに限らず、ASEAN地域でのビジネス展開をお考えの際には、国際部国際企画課ま

たは当事務所までお問い合わせください。

【「北海道」を冠した和食店。市
内に３店展開。】

１２０１５年・財務省貿易統計
２タイに集積している事業工程のうち、労働集約的な工程を、タイよりも労働コストが安価で、かつ労働人口
の容易な確保が見込めるベトナム、ミャンマー、カンボジア、ラオスに移管させる動き。
３２０１５年、JNTO推計値
４北海道経済部観光局HP・北海道観光入込客数調査報告書「平成２６年度（資料編）２９頁「国別訪日外国人宿泊
者数」より
５北海道内企業１１社によって出資、設立されたコンソーシアム企業。北海道をコンセプトとした共同マーケ
ティングとビジネス拠点構築事業を行うことを目的としている。

ｏ．２３８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２１～０２３　アジアニュース（ベトナム  2016.04.20 17.50.48  Page 23 



アジアニュース
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４３５ ５４～２１２ ２５６ ２４１ １３６～１８５

牛乳 １リットル 現地産 ２２９～４８５
３３

（２４３ml）
１２８

２６６
（８３０ml）

１３１～１９０

じゃがいも ０．５kg 現地産 １２８～２０８ ５９～８５ １９２
１４１

（アメリカ産）
３７

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２３１ ２６１
２８８

（１個）
７９

（１個）
１２３

エジプト産

小麦粉 １kg １７８ １７２ １４７ ２０８ ９２

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １２５ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９５ １５３ ３０８ ２２０

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８３ １１３ ２４０ １２９ ３４８

ミネラルウォーター ５５０ml ２７ ２６ ２２ １５０ ２６～７４

コーラ ３３０ml コカコーラ ３８ ４１ ４４ ６６ ８３

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２９５ ３１３ ６４０ ４７５ －

タクシー初乗り ２４３ １７４ １０８ ３２５ ３１５～４１５

ガソリン １リットル レギュラー １３０ ９５ １０２ １５７ ６６

トイレットペーパー １０巻 日本製
５７４

（現地製４巻）
５３７

４５４
（現地製）

５７９
２６２

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１５４

（現地製）
８６

（現地製）
３０４ ２８９ １５１

洗濯洗剤 １kg 日本製
２３５

（現地製）
２１７

（現地製）
３８４ ２２６ ８４９

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １７４ ２６１ ２５６ ３３３ ３３２

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４８ １５ ６

水道料金 １� 住居用 ３３ ５３ ３２ ９７ ５３

新聞 １部 一般紙 １７ １７ １６ ９１ ４６

バス 市内均一区間 ３４ １７～３４ ２５ １１６～１８３ ２８

地下鉄 初乗り ５２ ３４－１２１ ７０ １１６～１２５ －

携帯

機種 iPhone６６４G １０５，７９２ １０５，９３１ ９４，０８０ ４７，１９８ ８１，３２３

基本料金／月 ８００ １，００９ ２，５６０ ３，５７７ １，９９２

通話料金／分 ４ ４ ２ １３ １

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９５７～２，４３６１，０４４～１，３９２６４０～１，４４０ １，０８４ ２８２～７４７

現地価格調査（２０１６年４月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１６年３月３１日仲値
１中国元＝１７．４０円 １タイバーツ＝３．２０円 １シンガポールドル＝８３．３９円 １ロシアルーブル＝１．６６円
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ r ９８．４ △０．５ ９６．０ △５．４ r ９７．５ △１．２ １０３．９ ４．９ r１０４．９ ６．１

２６年１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９
２７年１～３月 ９７．４ ２．０ r ９９．３ １．１ ９７．４ ２．１ r ９８．２ ０．７ １０７．５ ３．３ r１１３．６ １．２

４～６月 ９５．０ △２．５ r ９８．０ △１．３ ９７．１ △０．３ r ９６．９ △１．３ １０２．４ △４．７ r１１３．９ ０．３
７～９月 ９５．０ ０．０ r ９７．０ △１．０ ９５．１ △２．１ r ９６．２ △０．７ １０１．３ △１．１ r１１２．９ △０．９
１０～１２月 ９３．２ △１．９ r ９７．１ ０．１ ９４．０ △１．２ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ r１１２．７ △０．２

２７年 ２月 ９７．１ ０．０ r ９８．７ △２．２ ９７．０ △０．６ r ９７．３ △３．２ １０６．０ １．０ r１１３．１ ０．８
３月 ９８．１ １．０ r ９８．２ △０．５ ９７．５ ０．５ r ９６．７ △０．６ １０７．５ １．４ r１１３．６ ０．４
４月 ９７．３ △０．８ r ９８．９ ０．７ ９７．６ ０．１ r ９７．６ ０．９ １０５．８ △１．６ r１１３．３ △０．３
５月 ９１．７ △５．８ r ９６．７ △２．２ ９４．２ △３．５ r ９６．２ △１．４ １０２．４ △３．２ r１１２．７ △０．５
６月 ９６．０ ４．７ r ９８．３ １．７ ９９．４ ５．５ r ９６．８ ０．６ １０２．４ ０．０ r１１３．９ １．１
７月 ９５．７ △０．３ r ９７．４ △０．９ ９６．９ △２．５ r ９６．２ △０．６ １０３．１ ０．７ r１１３．２ △０．６
８月 ９６．０ ０．３ r ９６．７ △０．７ ９４．６ △２．４ r ９６．４ ０．２ １０３．２ ０．１ r１１３．４ ０．２
９月 ９３．４ △２．７ r ９７．０ ０．３ ９３．９ △０．７ r ９６．１ △０．３ １０１．３ △１．８ r１１２．９ △０．４
１０月 ９３．０ △０．４ r ９８．２ １．２ ９３．１ △０．９ r ９８．６ ２．６ １００．８ △０．５ r１１１．９ △０．９
１１月 ９３．１ ０．１ r ９７．１ △１．１ ９４．８ １．８ r ９６．２ △２．４ ９９．８ △１．０ r１１２．２ ０．３
１２月 ９３．５ ０．４ r ９５．９ △１．２ ９４．０ △０．８ r ９４．９ △１．４ １００．３ ０．５ r１１２．７ ０．４

２８年 １月 r ９３．７ ０．２ r ９８．３ ２．５ r ９３．１ △１．０ r ９６．８ ２．０ r１０３．２ ２．９ r１１２．５ △０．２
２月 p９３．３ △０．４ ９３．２ △５．２ p９１．４ △１．８ ９２．８ △４．１ p１０３．７ ０．５ １１２．１ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０

２６年１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６
２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５４△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４６ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０７ △２．３

４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２３ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８９ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２７年 ２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８７ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２６ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５１△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８１ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２９ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１３ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０２０ １．０
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年５月号

ｏ．２３８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標　※項目増  2016.04.20 17.51.13  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －

２６年１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，７４９ － ３６，５５２ － ８，８８６ －
２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ ５２，４２７ ２．１ １２，５２０ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ ７，１４９ △１１．６

４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，６９３ ５．１ １３，３８１ １２．４ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２７年 ２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．２ １７，２２６ ４．３ ４，００４ ６．３ ６，９６７ △４．４ ２，１８５ △２．６
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．２ １６，２８５ △６．９ ４，４００ △１２．３ ９，５９７ △２０．３ ２，６０５ △２３．４
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．４ １７，０６１ △８．５ ４，２２２ １３．４ １１，６８２ ８．７ ２，８５５ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７４２ １７．０ ４，６１９ １５．１ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８
６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，８９０ ９．２ ４，５４０ ８．８ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，５８３ ８．０ ４，７０９ ７．６ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３６１ １１．０ ４，６７５ ９．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．７
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，１００ ９．３ ４，３４２ ６．５ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１６１ １１．１ ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９
２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３５１ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５

４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２３１ ６．５ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２７年 ２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５３ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５８ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９６ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４８ ６．５ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８７ ４．７ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ r １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ p １４１ ２７．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年５月号

ｏ．２３８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標　※項目増  2016.04.20 17.51.13  Page 26 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６
２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３

４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２７年 ２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８
２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５

４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２７年 ２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年５月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８９ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年１０～１２月 １０１，０４４ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３
２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５

４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．５
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２７年 ２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ － ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ － ３．２

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１
２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７

４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．０ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２７年 ２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １０４．４ △０．５ １０３．４ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 １０４．０ △０．７ １０３．３ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 １０３．０ △０．７ １０２．６ ０．０ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 １０２．８ △０．３ １０２．５ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）
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